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2006 年 10 月の低気圧により，消波護岸に設置されていた防波フェンスの被災事例を分

析した．当該低気圧がもたらした高波と異常潮位によって，消波ブロックが不完全となっ

ている箇所において衝撃的な波圧が作用して防波フェンスが被災した．再現実験の結果，

静的な荷重による防波フェンスの破壊限界値の約 3.3 倍に相当する波圧では防波フェンス

の損傷はなく，約 4.0 倍に相当する波圧が作用した箇所において，防波フェンスの損傷に

よる被災が生じたことが明らかになった．
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１．はじめに

海岸道路では，越波飛沫によって運転者の視界障

害や車両被害が生ずる危険性がある．越波の対策工

の一つとして防波フェンスがある．木村ら
1)2)3)4)は，

海岸道路の越波対策として，個別の事例に対する検

討を行っている．しかしながら，越波飛沫による防

波フェンスの標準的な設計法は確立しておらず，こ

れまでの経験に基づいて各部の諸元を決定している

のが現状である．

北海道日高管内の国道 336 号，通称「黄金道路」

は越波の多発地帯である．その越波対策として，防

波フェンスの設置，覆道部にはポリカーボネードパ

ネルおよびアラミドパネル板が設置されるなどの対

応がなされていた．2006 年 10 月の低気圧による高

波により，目黒地区の道路護岸において，防波フェ

ンスの損傷，覆道部のポリカーボネードパネルおよ

びアラミドパネル板が破損した．現地における防波

フェンスは，有孔型折曲鋼板を用いた自立型の構造

であった．現地の道路護岸は，当該低気圧がもたら

した 50 年確率波に相当する高波と異常潮位によっ

て，消波ブロックが不完全となっている箇所におい

て衝撃的な波圧が作用して防波フェンスが被災した

ものと推察される．

本研究では，防波フェンスが設置されている区間

を対象にして，水理模型実験による被災再現実験を

行うとともに，防波フェンスに作用する波圧特性に

ついて考察を行う．

２．現地の被災状況

現地の覆道海側開口部にはポリカーボネードパネ

ルおよびアラミドパネル板が設置されており，覆道

部以外には有孔型折曲鋼板を用いた自立型防波フェ

ンスが施工されていた．被災場所における損傷範囲

を写真－ 1 に示す。覆道部①は防波板の損傷，
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フェンス部①およびフェンス部③は自立型防波フェ

ンスの損傷が生じている．写真－ 2 は自立型防波フ

ェンスが陸側にたわんでいる状況である．フェンス

部①およびフェンス部③では，被災した箇所と被災

していない箇所がある．被災した護岸形状は，フェ

ンス部①およびフェンス部③ともに，消波ブロック

の天端幅は 2 個並び程度で天端高さは，被災が発生

したと考えられる有義波高 H1/3 の約 0.6H1/3 程度であ

り，消波ブロックの法面勾配が 1：1 である．被災

していない護岸形状は，消波ブロックの天端幅が 3
個並び程度で天端高さは約 0.6H1/3，消波ブロックの

法面勾配が 1：2 である．フェンス部②については，

防波フェンスの損傷はないが，消波ブロックの天端

高さは水面付近まで沈下しており，法面勾配は 1：2
である．また，覆道部においては，消波ブロックが

被覆されていない護岸形状であった．本研究では，

防波フェンスが設置されている護岸に着目して検討

を行う．

３．被災時の海象変化

図－ 1 は，被災発生当時，被災箇所から約 60 ㎞

北に位置する大津漁港沖の波浪観測地点（水深 22
ｍ）における 2006 年 10 月 7 日 0 時～ 10 月 8 日 0
時までの波高，周期および潮位の時間変化を示して

いる．10 月 8 日 3 時に最高波高 Hmax=11.66m，有義

波高 H1/3=7.44m，有義波周期 T1/3=14.2 ｓ，潮位は十

勝港において最高潮位 D.L+1.54m が観測された．

実験に用いる波浪条件は，この観測結果を参考にし

て決定した．

４．実験方法

実験は，図－ 2 に示す不規則波発生装置を備えた

2 次元造波水路(長さ 28.0m，幅 0.8m，深さ 1.0m)

防波フェンスのたわみ状況

護岸部

消波ブロック

写真―2 自立型防波フェンスの損傷

で行った．実験は縮尺 1/30 の条件で行った．水路

内の水平床上に図－ 3 に示す堤体模型を設置した．

消波ブロックの設置形状は現地の消波ブロック配置

図の横断図を参考にして，図－ 4 に示す断面①～⑤

を再現した．また，消波ブロック無しの断面⑥につ

いても実験を行った．前面の海底勾配は i=1/30 の

一様斜面で行った．フェンス部には左右 6 台のロー

ドセルを取り付けた．水深は 8.1cm で一定とした．

実験波は Bretschneider・光易型のスペクトルを有す

る不規則波を用いた．波浪条件は周期を T1/3=1.83s，
2.19s および 2.56s の 3 種類，波高 Ho'=16.7 ㎝，20.0
㎝および 23.3 ㎝とした．1 波群の作用波数は 150 波

とした．波圧データのサンプリング周期を 0.005 ｓ

で取得し，これを統計解析した．
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図－1 被災時の海象条件
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図－4 消波ブロックの形状
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５．消波ブロック形状による波の作用状況

写真－ 3 は，断面①および⑤について，1 波群中

の最高波に相当する波がフェンス部に作用した状況

を示したものである．写真－ 3(1)では，天端幅 2
個並び程度で天端高さは約 0.8H1/3，法面勾配が 1：1
の形状である．先行した波の反射波と，その後続の

進行波とが重複し，水塊となってフェンス部に衝撃

的に作用する波面の形態が見られる．写真－ 3(2)
は，天端幅は 2 個並び相当で天端高さは約 0.8H1/3，

法面勾配が 1：2 の形状である．法面上で砕波が生

じて，空気を巻き込みながらフェンス部に波面が衝

突しているのが確認できる．また，消波ブロックの

天端高さが水面付近に位置する消波ブロック形状に

おいても同様の波面形態が見られた．実験した消波

ブロック形状①～⑤のフェンス部に作用する波面の

形態は，概ねこの 2 パターンに分けられる．また，

消波ブロックを設置しない場合は，断面①の波面の

形態が見られる．

６．フェンス部の波圧特性

図－ 5 は，フェンス部に作用する 1 波群中の最大

合成波圧を①～⑥の断面をパラメータにして示した

ものである．被災が発生したと考えられる

Hmax/h=1.420 の条件に着目すると，断面①が最も大

きい波圧を示している．消波ブロックの天端幅は，2
個並び相当で天端高さは約 0.8H1/3，法面勾配は 1:1
である．次に大きな波圧を示している断面⑤につい

ては，天端幅および天端高さともに，断面①と同じ

条件ではあるが，法面勾配が 1:2 である．一方，断

面④では，消波ブロックの天端幅は，3 個並び相当

で天端高さは約 1.0H1/3，法面勾配は 1:2 であり，消

波工を設置していない断面⑥とほぼ同じ波圧を示し

ている．消波ブロックの法面勾配，天端幅および天

端高さの条件によって，フェンス部に作用す波圧が

異なることがわかる．何れの断面においても概ね，

Hmax/h が大きくなるとともに波圧も大きくなる傾向

を示している．
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先行波の反射

合成波
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写真－3（1） 波の作用状況 （断面①）

法面上での砕波 波面の衝突

写真－3（2） 波の作用状況 （断面⑤）



次に防波フェンスに作用する波圧分布について示

す．防波フェンスに作用する波圧を求める手法とし

ては，合田式による波圧算定法が一般に用いられて

いる．また，上久保ら
5)は消波工と本体工の天端高

さが異なる条件での直立部に作用する波圧算定法を

提案している．しかしながら，上久保ら
5)による提

案は，Hmax/h が約 0.8 の条件における算定法である

ため，本施設の設計波に相当する Hmax/h=1.420 の条

件では波圧特性が異なる．図－ 6 は，被災が発生し

たと考えられる Hmax/h=1.420 の条件において，フェ

ンス部の最大合成波圧時の波圧分布を示したもので

ある．実線は，被災が発生したと考えられる護岸前

面での Hmax を用いた合田式による波圧分布を示し

ている．港湾施設の技術上の基準・同解説 6)では，

水深が換算沖波波高の 0.5 倍程度以下の地点に合田

式を適用する場合，計算に用いる波長，波高ともに

換算沖波波高の 0.5 倍の水深における値とすること

が望ましいと記述されているが，本報告では，護岸

前面の Hmax を用いた計算値と実験値との比較を行

った．防波フェンスへの作用波圧は合田式による波

圧作用高さよりも高い位置に波圧が作用しているこ

図―5 断面形状によるフェンス部の合成波圧
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図―6 フェンス部の波圧分布

とがわかる．断面によっては，フェンス下端部にお

いても約 10kN/㎡の波圧が作用しており，合田式に

よる静水面における波圧相当がフェンス下端部に作

用している．

７．防波フェンスの被災箇所と作用波圧

現地に設置されていた防波フェンスの耐力を図－

7 に示す三角形分布を仮定して静的な荷重を作用さ

せた条件で求めた．計算の結果，鋼材の降伏応力度

から求まったフェンスの破壊限界値は，フェンス部

①では 16.0kN/m，フェンス部②では 12.7kN/m，フ

ェンス部③では 13.9kN/m である．

被災時に防波フェンスに作用した波圧について検

証を行うために，図－ 4 に示した断面の実験結果を

消波ブロック配置図の横断図をもとに，図－ 8 に示

すフェンス部①～③に適用した．黒線が実験値を示

し，赤線は鋼材の降伏応力度から求まったフェンス

の破壊限界値を示している．フェンス部①およびフ

ェンス部③で，計算値の約 4.0 ～ 4.6 倍の波圧が作

用した箇所で防波フェンスが損傷しており，約 2.9
～ 3.3 倍の波圧では防波フェンスが損傷していない

ことがわかる．フェンス部②は，計算値の約 2.8 倍

の波圧が作用しているが防波フェンスの損傷は生じ

ていない．防波フェンスには衝撃的な波圧が作用す

る場合があるが，衝撃的な波圧の動的応答性との関

係については未解明であるため，衝撃的な波圧の作

用を考慮しない静的な荷重を作用させた場合，約 3.0
倍に相当する波圧が作用しても防波フェンスの損傷

が生じなかったものと考えられる．したがって，静

的な荷重を作用させた場合の防波フェンスの破壊限

界値の約 3.3 倍に相当する波圧では，フェンスの損

傷は確認されておらず，約 4.0 倍に相当する波圧が

作用した箇所においてフェンスの損傷が生じたこと

が明らかになった．

図－7 波圧分布



８．まとめ

海岸道路を対象とした防波フェンスの被災事例と

その再現実験に関して得られた主要な結論は以下の

とおりである．

①消波ブロック被覆形状の違いによる波圧特性につ

いて示した．

②被災時の波浪条件において，防波フェンスに作用

する波圧分布を示した．

③静的荷重による防波フェンスの破壊限界値の約

3.3 倍に相当する波圧では防波フェンスの損傷は

なく，約 4.0 倍に相当する波圧が作用した箇所に

おいて，防波フェンスの損傷による被災が生じた

ことが明らかになった．

本報告で示した現地における被災事例の検討に際

しては，北海道開発局室蘭開発建設部道路 2 課およ

び浦河道路事務所の協力を得た．ここに記して，厚

く感謝の意を表する次第である．

防波フェンスの損傷箇所

防波フェンスの損傷箇所

図―8 被災個所と作用波圧の関係
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